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＜考察＞

　平成１７年４月、総務室へ異動になり、職員の定期健康診断の取りまとめを担当して分か

ったことがある。それは、春と秋の健康診断において、法人全体の職員の３割が要加療・要

観察者となっていることだ。平成１７年度は、健康診断個人票を本人に通知し、所見のある

職員へ二次健診を進め、結果を事業主に報告するだけに留まっている。だが、全体の３割が

所見有りということは、何らかの対策が必要ではないかと思い参加した。参加し改めて、衛

生管理担当として健康診断の実施だけでなく、職員の健康づくりや生活習慣の改善について

も、呼びかけていく必要性を感じた。

また、健康診断は企画を作成し実施されたが、健康診断の目的の周知、スケジュールの見

直し、正しい数値を見る為の実施方法の検討（実施前注意事項－健診前の食事摂取、排尿な

ど）、結果のフィードバックの仕方、生活習慣予防の呼びかけなど、検討する必要があると

感じた。

＜研修要旨＞

講師：青森労災病院　勤労者予防医療部長　宮澤　正氏

　　　　　　　　　　　　　　　　保健師　八重垣　ノリ子氏

１．健康診断のチェックポイント

1） 職場環境と健康づくり

　・健康診断で、職員の健康管理をする　　　　　快適な職場環境が出来る！

　　　　・作業環境測定をし、職場の環境管理をする　　　　

　　　　

　　　→労働者の生活の質向上は、企業の繁栄に繋がる！

2） 健康管理の目的

　　　　・健康状態に悪い影響を与える阻害因子の発見、その原因除去に努力する

　　　　・健康の異常の早期発見、その進行や憎悪の防止。もとの健康状態に回復する

ための医学的及び労務管理的措置

　　　　　・健康の保持増進をはかり、労働適応能力の向上

　　　　→衛生管理担当者はもちろん、管理目的を明確にし、職員へ周知させる必要がある。

3） 健康管理の具体的内容

　　　　　・業務上疾病を発生させない

　　　　　・業務によらない疾病でも、業務を遂行することによって病勢を憎悪させないこと

・職場で伝染病を発生させない

・生活習慣病の予防

・疾病による休業の低減

・健康の保持増進

4） 職場における健康管理業務

　　　　①健康管理の目標設定

　　　　②目標達成のための長期計画と年間計画の策定

　　　　③健康管理の実務

　　　　④健康管理業務の評価

　　　　⑤衛生委員会における審議（評価、計画）

　　　→　義務付けによる健診の実施ではなく、職員の健康管理を目的として整備する

必要がある。

5） 健診の基本的注意事項

　　　　健康診断の実施は、事業者責任であり、健康診断は判定を含め医師が実施すること。

　　　そして、何よりも実施後の措置が重要！

　　　→　現在、二次健診の進めに留まっている。産業医、衛生管理担当者、個人の三者面

談により、フィードバックされることが望ましいが、難しいければ、何らかの方法

を検討する必要がある。

6） 健診の活用目的

　　　　①健康への影響因子の発見

　　　　②業務による健康影響の観察

　　　　③断続的な健康状態の把握

④健康異常や疾病の早期発見とその措置

⑤適正配置と職場適応の確認

⑥健康保持増進のための健康測定との整合性を保った相互補完

⑦労働衛生教育や一般健康教育との連携の基本となる

⑧衛生管理業務が適性に行われているかどうかの評価

　　　　→　適正配置や衛生教育、衛生管理業務の評価について、目的を明確にし、業務として

　　　　　検討していく必要がある。

7） 健診結果のフィードバック

　　　　健康診断とは、その後に続く保健指導と適切な事後措置の実施まで含んだ活動のこと。

　　　　「健康教育」「職場の管理」へのフィードバックが重要！

　　　　・個人へのフィードバック

　　　　　　①健康状態の評価と推移の把握　　　個人へのフィードバックにおいては、産業医、

　　　　　　②健康生活習慣への動機づけ　　　　衛生管理担当者、個人の三者で実施

　　　　　　③医療機関への紹介　　　　　　　　　少なくても15～20分程度、時間を取る事

　　　　・職場へのフィードバック

　　　　　　①職場環境要因の健康への影響

　　　　　　②作業態様の評価と適正管理

　　　　　　③職場の快適化の推進

　　　→個人への二次健診への進めに留まっており、職場へのフィードバックがなされていない。

　　　　また、マニュアル化されていない為、来年度の整備項目として取り組んでいきたい。

8） 健診の種類

　　　　雇入れ時健康診断、定期健康診断、特定業務従事者の健康診断（深夜業従事者）、

　　　　海外派遣労働者の健康診断、その他健康診断（結核健診や給食従業員の検便）、

　　　　特殊健康診断（青仁会では、電離放射線健康診断）

　　　→現在、法人内では、定期健康診断、特定業務従事者の健康診断、特殊健康診断の

結果報告を行っている。

※特殊健診については、定期健診項目が同じ。

9） 定期健診の検査項目

　　　　○既往症および業務歴の調査

　　　　○自覚症状および他覚症状の有無の検査

　　　　○身長、体重、視力および聴力の検査

　　　　○胸部エックス線検査およびかくたん検査

　　　　○血圧の測定

　　　　○尿検査

　　　　○貧血検査

　　　　○肝機能検査

　　　　○血中脂質検査

　　　　○血糖検査

　　　　○心電図検査

１０）健診デザインと留意点

· 実施する健康診断の種類と項目の決定

· 健康診断個人票、問診表、調査票の作成

· 受診者のリストアップ

· 実施方式の選択（部署別や男女別など）

· 実施機関の選択（健診センターなど外部機関）

· 年間スケジュールや日程表の作成

· 経費の試算と財源の確保

· 受診者への指導

· 健康当日の運営

· 健康診断事後の業務

· 未受診者の取り扱い

　　　　　→　マニュアル化されていない。来年度の実施時期として、年間スケジュールに入れ、

　　　　　　具体的な整備は、整備項目として事業計画に取り込んで検討したい。

１１）健診機関の選定

　　　　

　　　　①全国労働衛生団体連合会等、健診に関する団体に加盟、登録していること。

　　　　②各種団体の行う精度管理事業に参加していること。

　　　　③健診期間内に労働衛生コンサルタントなど、労働衛生についての学識や経験を有する

　　　　　　職員がおり、健診期間内での責任や権限を有していること。

　　　　④健康診断の項目や実施方法をカスタマイズして注文できること。

　　　　⑤健診結果の報告が２週間以内に行われること。

　　　　　　　産業医が自ら判定する場合には、他健診機関の総合判定などなくてもよい。

　　　　⑥健康診断結果報告の内容が、具体的で労働者が利用しやすいこと。

　　　　⑦適当な料金であること。あまり安い料金の機関は信頼できない。

　　　　⑧産業保健推進センター、地域産業保健センターで健診機関の情報を入手する。

　　　　→現在、検査技師によりとりまとめられ、健診センターに依頼している。

　　　　　今後もこの仕方で良いかどうか、再確認しておきたい。

１２）健診実施上の注意事項

· プライバシーの保護

· コンピューター管理

· 精度管理

　　　　　→　健診結果について、取り扱い担当者を職員に周知させておく必要があること。

　　　　　　また、一般健診結果は５年、電離放射線健診では３０年間、退職者を含めて、

事業所が保管しておく必要があるとの事。適正な管理であるか、確認する必要

がある。

１３）健診実施後の措置

　　　　①健診結果の本人及び職制（管理職）への通知

　　　　②二次健診の進め

　　　　③保健指導

　　　　④健康相談

　　　　⑤継続管理（要観察、要加療）

　　　　⑥適正医療の指導（要治療）

　　　　⑦就業区分の実施状況のフォロー

　　　　⑧健康保持推進への展開

　　　　⑨労働衛生学的専門調査

　　　　⑩作業環境測定結果や作業分析結果、及び職場巡視結果との照合

　　　　⑪業務起因性については身長に検討

　　　　⑫健診結果の集計とその活用

　　　　⑬プランの評価と修正・次期健康診断の計画

　　　　→　健診実施後、これほどの措置が望ましいようだが、法人として健診結果通知と

二次健診の進め、要加療者の継続管理だけである。検討課題山積みである。

１４）労使の義務

　　　　①安全配慮義務

　　　　②危険予知義務　　→事業主義務

　　　　③結果回避義務

　　　　④自己保健義務　　→労働者義務

　　　　①について

　　　　　　労働者の生命、健康が損なわれることにないよう安全を確保するための措置を

　　　　　講ずるべき雇用契約に付随する義務

　　　　

　　　　②について

　　　　　　健診結果についての産業医への意見聴取をし、そのまま現在の作業を継続させ

ると悪化する可能性が高いかどうかを事業者は知る必要がある

　　　　　③について

　　　　　　　意見に基づく就業上の措置として、現在の作業を継続させると悪化する可能性が

　　　　　　高い場合は、治療を受けさせる、作業を変更するなどの措置が必要。また、治療経

過が悪くないことの確認も必要。

　　　　　④について

　　　　　　　安全配慮義務が十分に履行されていることが前提となるが、労働者は労働に適す

るよう、自身の健康を保つよう努めるという、事業者との労務提供契約に付随する

労働者の努力が必要である。

　　　　＜安全配慮義務とは？＞

1 事業主が健診結果についての意見を意思から聴取していること

2 就業上の配慮や作業環境・作業方法の改善が必要な場合には、事業主に具体

的な内容が示されていること

3 事業主が医師の意見を尊重し、当該労働者の意見を聴き、就業上の配慮が実

施されていること

4 事業主が医師の意見を尊重し、作業環境・作業方法の改善を実施していること

１５）健診結果の記録

　　　　退職者についても保管が必要である。

　　　　　　・一般健診結果　５年

　　　　　　・電離放射線健診結果　３０年

１６）保健指導

　　　　　①日常生活面での指導

　　　　②健康管理に関する情報の提供

　　　　③再検査、精密検査の受診の勧奨

　　　　④医療機関での治療を受けることの勧奨

　　　　→　講座では、保健師により指導されている。法人でも、専任で設置する必要が

あるのか？

１７）再検査・精密検査に関するサポート

　　　　二次健診を進めても、時間がない等の理由により、受診されない場合がある。

　　　　事業主は、本人が受診するように配慮する必要がある。

1 自覚症状が無い、自身の健康は自身が一番分かっているので干渉しないで

欲しい場合

　→労働者の健康管理は義務である。説得に努めること。

2 産業医の指示により、二次健診の必要がある、または治療の為受診する場合

→勤務調整や半日休暇など、労働者の不利とならないよう配慮が必要である。

3 精密検査などにより、大きい病院を受診する場合

→大きい病院では、紹介状がないと料金加算がある為、産業医に紹介状を

作成してもらう。

２．保健指導

１）健診の目的は、病気の早期発見・治療と、結果を理解して健康づくりに生かすこと。

　　　健診を定期的に受け、日常生活を見直すきっかけとする。

　　＜結果所見の見方＞

　　　　①「異常なし」

その時点で、検査項目では異常がないということ。今後の予測ではないので

注意が必要。

　　　　　②「軽度異常はあるが、日常生活に支障なし」

　　　　　　　　　異常なしと同じように今後の予測ではないので注意する。

　　　　　③「生活習慣改善・定期的経過観察を要する」

　　　　　　　　　日常生活に注意し、定期的な検査により経過を見る

　　　　　④「精査・治療を要する」

　　　　　　　　　・必ず異常があるとは限らない。異常か正常かを確認する。

　　　　　　　　　・はっきりした病気があるので、医師の治療を要する。

　　　　　⑤「治療中」

　　　　　　　　　治療中の場合は、そのまま続ける。

２）生活習慣病予防に向け健康づくりを推進する。

急速に進む高齢化社会の中で、疾病構造が変化し、生活習慣病の増加や、これに

伴う要介護状態になる人の増加等が深刻な問題となっている。そのような状況によ

り、厚生労働省では、国民健康づくり対策として“２１世紀における国民健康づく

り運動「健康日本２１」“を推進している。領域は９つ。

1 栄養・食生活

2 身体活動・運動

3 休養・こころの健康づくり

4 たばこ

5 アルコール

6 歯の健康

7 糖尿病

8 循環器

9 がん

　　　　→　法人でも、特に①～⑤については、保健指導という形で研修していくことが

望ましいと思う。

実際、平成１７年度は、うつ症状により体調を崩したり、不明熱で長期欠勤

者がいる。相談窓口の設置・専門スタッフの活用、また、個別指導が難しけれ

ば、研修テーマとして法人研修で取り上げるなど工夫し、健康づくりを呼びか

けていくことが、今後必要ではないかと感じた。

　　研修に参加してみて、衛生管理担当者、総務担当として、やるべき課題が山積みであり、

　いかに整備されていないかを改めて実感した。来年度は、このような整備事項を事業計画

　に盛り込み、少しずつでも整備していかなければならないと感じた。





























































